
コード番号  4  7  2  0  5  1  市 町 村 類 型 　Ⅲ－ ５
 ふ り が な  ぎ  の  わ  ん  し 　15年度交付税 　甲－ 4

 市町村名  宜   野   湾    市 　種 地 区 分 (評点 547)

　　　 産    　業　    構　    造

　　　　人　　　　口 決算額 構成比 経常一般財 K の構 決算額 構成比 税　等 経常一般財 経常収支

平成12年 86,744 人 人 人 千円     ％ 源 K  千円 成比 ％     千円     ％     千円 源    千円 比率　％

平成7年 82,862 人 就 H12年 　 ％ 　   ％ 　     ％ 地　　方　　税 7,055,767 7,055,767 48.0 人    件    費 5,264,894 22.0 4,939,013 4,479,608 30.5(34.7)

 増 減 率 4.7 ％ 4,446  85,720 業 国調 17.4 81.9 地 方 譲 与 税 174,535 174,535 1.2  うち職員給 3,487,108 14.5 3,487,108 ‐ ‐

住本 (16.3.31) 87,700 人  人 人 人 利子割交付金 41,051 41,051 0.3 扶    助    費 4,466,825 18.6 1,700,816 1,700,716 11.6(13.2)

民台 (15.3.31) 87,229 人 口 H7年 　  ％ 　   ％ 　     ％ 地方消費税交付金 566,111 566,111 3.9 公    債    費 2,354,656 9.8 2,256,117 2,256,117 15.3(17.5)

基帳  増 減 率 0.5 ％ 4,278  81,790 国調 1.0 19.0 80.0 特別地方消費税交付金 0 0 0.0 内  元利償還金 2,351,868 9.8 2,253,329 2,253,329 15.3(17.5)

平成14年度 平成15年度 自動車取得税交付金 50,843 50,843 0.3 訳  一時借入金 2,788 0.0 2,788 2,788 0.0(0.0)

　　　区　      分 　　  千円 　　  千円 　 区　　 分 　   指　数　等 　の状況 地方特例交付金 256,298 256,298 1.7    小    計 12,086,375 50.4 8,895,946 8,436,441 57.4(65.4)

    6,373,068 ○市町村圏 地 方 交 付 税 4,659,165 4,102,069 27.9 物    件    費 2,807,768 11.7 2,184,474 1,854,003 12.6(14.3)

 1　歳  入  総  額  Ａ  25,424,694  24,518,827    10,479,688   再建､山村   (普通交付税) 4,102,069 4,102,069 27.9 維 持 補 修 費 170,643 0.7 159,573 138,972 0.9(1.1)

    8,433,470   財政､過疎   (特別交付税) 557,096 ‐ ‐ 補  助  費  等 1,374,782 5.7 785,554 674,648 4.6(5.2)

 2　歳  出  総  額  Ｂ  24,786,208  23,968,213    12,535,539   不交付     小      計 12,803,770 12,246,674 83.3 繰    出    金 2,193,350 9.2 1,855,644 1,042,258 7.1(8.1)

 3  歳入歳出差引額    0.56(0.561)   新産 交通安全対策特別交付金 13,643 13,643 0.1 投資出資貸付金 28,530 0.1 28,530 26,020 0.2(0.2)

  　　　　　　 A-B　 Ｃ   638,486   550,614 ％   低開発 分担金 負担金 202,730 ‐ ‐ 積    立    金 756,098 3.2 640,284

 4　翌年度へ繰り越す ％   工特､産炭 使    用    料 271,126 13,618 0.1

　  べき財源        Ｄ     163,653     117,348 ％ 手    数    料 151,300 ‐ ‐
前年度繰上充用金 ‐ ‐ ‐

 5　実 質 収 支  ア  ｲ ％ 　事務の共同 国 庫 支 出 金 5,079,787 ‐ ‐ 4,550,667 19.0 1,017,048 　経常収支比率

　C-D  Ｅ     474,833     433,266 ％ 　処理の状況 国有提供施設交付金 505,469 505,469 3.4  うち人件費 216,383 0.9 216,383 82.8

  ｲ-ｱ     7,569,612 ○ごみ処理 県  支  出  金 1,487,280 ‐ ‐ 普通建設事業 4,550,667 19.0 1,017,048 (94.3)

 6  単 年 度 収 支　 Ｆ       7,526    △41,567 　    うち財政調整基金     1,473,542 ○し尿処理 財  産  収  入 175,042 104,116 0.7 補  助 3,352,745 14.0 354,207

      うち減 債 基 金       163,837   伝染病 寄    附    金 2,344 ‐ ‐ 単  独 1,197,922 5.0 662,841

 7  積　　立　　金　 Ｇ     283,842     251,000   その他特定目的基金     5,932,233 　　　関係 繰    入    金 268,305 ‐ ‐ 県事業負担等 ‐ ‐ ‐

   24,577,072  小学校関係 繰    越    金 638,486 ‐ ‐ 災害復旧事業費 ‐ ‐ ‐ 　歳入一般財源総額

 8  繰 上 償 還 金  Ｈ 0 0 　うち政府資金現在高    21,329,343  中学校関係 諸    収    入 114,545 19,567 0.1 失業対策事業 ‐ ‐ ‐

    5,200,805  税務関係 地    方    債 2,805,000 1,800,800 12.3 ‐ ‐ ‐ ‐ 　ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数

 9  積立金取くずし額 Ｉ     200,000 0  （翌年度以降支出予定額）    1,756,245  火葬場 14,703,887 96.0

10　実質単年度収支  消  防 (12,903,087) 　（H15.4.1現在）

　　F + G + H - I　 Ｊ    91,368   209,433 　　　―

法適用 実　質 普通会計からの 職員数      特　別　職　等

  事　業　名 の有無 収支額　千円 繰入額　　千円 人 決算額 構成比  増減率  基準税額 超  過 決算額 構成比 税　等

国民健康保険事業   無  △173,925     944,006 15 年 月 日 　　　　　　 円 千円     ％ ％  ×100/75 課税額 千円 ％

老人保健医療事業   無   △45,839     286,196 1  市町村長  H8.4.1 901,000  個人分 62,538 2.1 ‐  議    会    費 316,515 1.3 316,515

土地区画整理事業   無  　      0      14,220 -  助  役    〃 742,000  法人分 119,182 △ 10.7 ‐  総    務    費 3,967,811 16.6 3,399,236

下 水 道 事 業   無    △9,073     462,442 16  収入役    〃 672,000 2,349,146 △ 0.3 ‐  民    生    費 7,171,890 29.9 3,351,821

介護保険事業   無    100,684     475,248 10  教育長    〃 672,000 420,121 4.1 ‐  衛    生    費 1,319,865 5.5 1,147,329

介護サービス事業   無     12,607      11,238 30  議会議長  H10.4.1 479,000  固 定 資 産 税 3,442,728 △ 1.3 ‐  労    働    費 168,774 0.7 67,385

上 水 道 事 業   有     96,166       4,485 36  議会副議長   〃 426,000  軽 自 動 車 税 129,071 11.0 ‐  農 林 水 産 費 115,689 0.5 111,722

   区     分  職  員  数  1人当たりの給料月額  委員長    〃 409,000  市町村たばこ税 498,435 2.7 ‐  商    工    費 186,400 0.8 169,040

 一 般 職 員 569 328,900 円  議会議員    〃 400,000  電    気    税 ‐ ‐ ‐  土    木    費 4,288,623 17.9 1,643,162

  うち消防関係 79 338,500 円 　 ‐ 　 ‐         ‐  ガ    ス    税 ‐ ‐ ‐  消    防    費 778,439 3.2 713,827

教 育 公 務 員 36 339,700 円 　 ‐ 　 ‐         ‐  特別土地保有税 30,471 △ 0.1 ‐  教    育    費 3,299,551 13.8 2,390,899

      計 605 329,500 円 　 ‐ 　 ‐         ‐ 法定外普通税旧法税 ‐ ‐ ‐  災 害 復 旧 費 ‐ ‐ ‐

 目    的    税 4,075 6.6 ‐  公    債    費 2,354,656 9.8 2,256,117

均等割 3,000円  　　　 50 千円 内  入  湯  税 4,075 6.6 ‐  諸  支  出  金 ‐ ‐ ‐

標準税率に  　　3,000 千円  都市計画税 ‐ ‐ ‐ 前年度繰上充用金 ‐ ‐ ‐

対する比率 容  そ  の  他 ‐ ‐ ‐ 特別区調整納付金 ‐ ‐ ‐

1.0 7,055,767 △ 0.3 ‐ 23,968,213 100.0 15,567,053

（　H16.9.14　作成　）
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